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牛胚移植前後のホルモン処置 よる受胎率向上
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1 は じ め に

当県における牛胚移植は改良・増殖に有効な技術とし

て普及定着 したが、依然として、受胎性が課題となって

いる。また、クローン胚や性判別胚等、再構築胚の移植

頻度が増えており、益々受胎率の向上が求められている。

受胎率に関する要因として、移植する胚、移植技術お

よび受胚牛が挙げられるが、その成功は、受胚牛の受胎、

そしてその後の子牛の生産をもって成 し遂げられる。す

なわち、飼養管理を合め、受胚牛が正常な発情周期を営

んでいること、具体的には強い発情、排卵、移植時の充

実 した黄体形成、妊娠維持のためのホルモンハ
・
ランスなど多く

の要因のクリアが必要となる。特に不受胎の原因として考

えられている早期胚芽死は、黄体からのフ・ロシ
・ェステロンの分

泌不足あるいは優勢卵胞からのエストラシ
｀
オール17β の影響と

されている。今回、その改善策として、性腺束1激ホルモン放

出ホルモン (以下、CnRH)類似体 (有効成分フ・セレリン)を移植
前後に投与した場合の受胎性ならびに性ステロイト

・ホルモンの推

移について検討した。

なお、本試験は農林水産省の畜産新技術実用化対策事

業で、全国 10県 の研究機関による共同試験における当場

の成績である。

2試 験 方 法

(1)供試牛
供試 した牛は黒毛和種延べ30頭 (実 25頭 )であり、産
歴は 1産が17頭、2産が2頭および未経産が6頭であった。

(2)移植胚
供試胚の発育ステーシ

｀
は日差±1に なるように選定 (後期

桑実胚 16、 初期胚盤胞 9、 胚盤胞5)し 、新鮮胚 20、 凍結

胚 10(ステップワイス
・
4、 がラス化6)を移植 した。

(3)試験区分
試験区は表 1に示すように、発情日を0日 とし7ま たは8

日目の移植に対 し、移植前日 (発情から6ま たは7日 目)

にCnRHを 投与する前投与区、移植後7日 目 (発情から14

または 15日 目)に投与する後投与区、無投与の3区分と
した。なお、GnRH類似体はフ

｀
セレリンを有効成分とし、投与

量は10″ gと した。

(4)性ステロイト
｀
れモンの定量

測定項 目をフ
゜
ロシ・ェステロン (以下、P4)と エストラシ・オール17β

(以下、E2)と し、移植前 日、移植時、移植後7日 目お

よび移植後14日 目の4ステーシ
｀
について頸静脈より血液を採

取し、岩手大学農学部においてラシ
｀
オイムフアッセイ(RIA)法 に

より測定した。

(5)黄体組織面積の算出
移植前日に超音波診断装置 (日 立ECOPAL(EUB 405)、 7

5MHZ)に より、黄体の長径、短径を計測し、また内腔が

存在する場合 (の う腫様)はその長径と短径を計測し、
Kastelicら

1)に基づき責体面積を算出した (図 1)。

3 試験結果及び考察

(1)試験区別移植成績
受胎率は前投与区が10頭中7頭の受胎で70%、 後投与区

が10頭中4頭の受胎で40%、 無投与区が10頭中5頭の受胎

で50%であり、それぞれの間に有意な差は認められない

ものの前投与区で高い割合を示した (表 2)。

また、胚の処理別では、新鮮胚の前投与区で7頭中6頭

受胎の857%と 高い受胎率が得られた。

(2)血中P4濃度
移植前日から移植後 7日 目までの推移は、全区上昇傾

向にあったが有意な差は認められなかった (図 2)。 移

植後14日 目は前投与区が他の区より高い傾向であった。

後投与区および無投与においては投与時の移植後7日 目

から14日 目の推移がそれぞれ407か ら3 10ng/ml、 443
から2 64ng/mlと 低下する傾向にあった。

(3)血中E2濃度
移植前日から移植時の推移は、前投与区で130か ら0

31pg/mlと有意に (Pく005))減少する特徴を示し、また
移植時は無投与の他の区より有意に少ない値となった(P

く005:図 3)。 すなわち、注射から移植までの約24～ 30
時間にE2値は顕著に減少する結果となった。

また、後投与区でも、投与時の移植後7日 目から14日

目の推移が087か ら0 26pg/mlと 減少傾向にあった。

(4)前投与区におけるE2/P比
図4に示すとおり、E2/P比は前投与区の受胎牛 (n‐ 6)

において、移植前日から移植時までに減少した。西貝は
の受胚牛において血中P4値が低く、E2値が高い状態、す

なわち血中E2/P比が高い子宮内環境は胚の生存に悪影響

を及ぼすことを報告している。本試験における前投与区

のE2/P比の低下はGnRHの有効成分であるフ・セレリンの投与が、

移植時の顕著なP4値の上昇にはつながらなかったものの

E2値 を低下させる作用に起因したと考えられた。

(5)受胎別黄体組織面積
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黄体組織面積は図5に示すとおり、受胎牛 (328 2mm2、

n‐ 13)、 不受胎牛 (240 6mm2、 n=8)、 中止牛 (139 7mma、 n=

3)の順に大きくなり、受胎牛と不受胎牛ならびに中止牛

間に有意な差が認められた (それぞれPく 005、 Pく 001)。

(6)黄体組織面積と性ステロイド
本試験の成績より、黄体組織面積を300mm2で 区分する

と、これより大きい面積の試験牛で、P4値が有意に高く、

E2/P比が少ない傾向が認められた (図 6)。 特に前投与

区では、黄体の大きさが300mm2未満の受胚牛3頭が仝て

受胎したことから、GnRH投与の有効性が示唆された。な

お、後投与区は5頭中3頭、無投与区では3頭中1頭の受胎

であった。

(7)黄体形状と性ステロイド
超音波診断した21頭中8頭 (381%)と いう高頻度で黄

体形成不全とされる、のう腫様黄体と確認した。その性

ステロイト
｀
の値は図7の とおりであり、P4、 L値は通常のもの

と同等で、E2/P比 も極めて類似しており、受胎性も通常

の責体と遜色なく、特に前投与区では、4頭中3頭が受胎

した。

(8)大卵胞の有無と性ステロイト・

図8に示すとおり、大卵胞が存在した試験牛の性ステロイ

ドはP4値 は同等であったが、E2値は高くなる傾向を示し

た。この時期は、牛の発情周期のなかで、一群の卵胞群

表 1 試験区分

CnRHの 投与
ネ  処置日 (発情からの日数 )区  分

前投与区
後投与区
無投与区

10μ g

10μ g
移植前日(6ま たは7日 目)
移植後7日 目(14ま たは15日 日)
無処置

*有効成分フ・セレリン

表 2 移植成績

区  分  移植頭数 受胎頭数 不受胎頭数 受胎率 (胚の処理別
°
)

前投与区
後投与区
無投与区

S11/1、  VitO/2
S10/2、  Vit1/2
SWO/1、  Vit1/2

８

６

５

７

４

５

０

０

０

70 0%
40 0%
50 0%

鮮
鮮
鮮

新
新
新

*数値は受胎頭数/移植頭数、 SWステッフ・ワイス・、Vit:力・ラス化
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図 2試験区別P4値の推移

L■
図 6黄体組織面積と性ステロイト・

の中から選抜された第 1次優勢卵胞が発現する時期に当

たり、受胎に負の作用をもたらす卵胞からのE2の産生が

あったものと考えられた。前述の前投与におけるE2/P比

の低下は、この優勢卵胞と想定される大卵胞への作用に

よるものと考えられた。

2ま と め

移植前日のGnRH類似体の投与は、のう腫様責体への効

果を合め、黄体形成の改善、大卵胞の子宮への作用軽減

等から受胎への好作用が示唆された。また、受胚牛確保

の観点からも有用と考えられた。経費は、 1頭当たり約

千円の試算となった。
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図 1責体面積算出方法
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